
2021年4月1日

犬の所在地を変更した際の市町村間の通知等の電子化等
（管理番号10）
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令和６年７月
厚生労働省健康・生活衛生局
感染症対策部感染症対策課
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① 犬の登録（生涯1回）
（法第４条）

② 犬の予防注射（毎年１回）

（法第５条）

③ 鑑札・注射済票の装着
（法第４条、第５条）

狂犬病予防法に基づく国内の狂犬病対策

犬の所有者の義務
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転出元
市町村

転出先
市町村

狂犬病予防法の事務手続きにおける市町村間のやり取り

犬の所有者

①変更届
②狂犬病予防法に基づく通知

③原簿の送付

従来：郵送によって対応
【犬の所在地の変更時】

②狂犬病予防法に基づく通知

③原簿の送付

現在：郵送以外の方法で送付することを事務連絡に明記

転出元
市町村

転出先
市町村

①変更届

犬の所有者

②犬の新所在地の市町村から旧所在地の市町村への通知 及び ③旧所在地の市町村から新所在地の市町村へ
の原簿送付については、狂犬病予防法に通知/送付方法についての具体的な規定はない。
→令和６年３月、郵送以外の方法により通知/送付することが可能である旨を事務連絡（※）に明記。
※「マイクロチップの装着等の義務化に係る狂犬病予防法の特例に関する自治体向けＱ＆Ａ（第５版）」（令和６年３月28日付け厚生労働省健康・
生活衛生局感染症対策部感染症対策課、環境省自然環境局総務課動物愛護管理室事務連絡別添）
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管理番号10：犬の所在地を変更した際の市町村間の通知等の電子化等

4

要望の概要 ご提案に対する回答

犬の登録原簿等の転出転入手続き等に関して、
「犬と猫のマイクロチップ情報登録システム」を活
用することができるようにするなど、市町村間で
行っている登録原簿等の送付をオンラインで行
うことができるよう全国統一的なシステムを整備
すること。
また、当面の措置として、狂犬病予防法施行令
第２条の２に基づき行うこととされている、犬の
所在地を変更した際の市町村間の通知及び登
録原簿の送付について、電子データでも送付が
可能であることを明確化する。

ご提案の「全国統一的なシステムを整備するこ
と」については、狂犬病予防法（昭和25年法律第
247号）に基づく犬の登録等の手続に関して、原
簿の管理方法が各市町村により異なる実態や
動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法
律第105号）第39条の７に基づく「狂犬病予防法
の特例制度」への参加状況も踏まえ、自治体か
らご意見を伺いつつ、慎重に検討する必要があ
ると考えている。
後段の、通知方法及び原簿の送付方法に関す
る要望については、「マイクロチップの装着等の
義務化に係る狂犬病予防法の特例に関する自
治体向けＱ＆Ａ（第５版）」（令和６年３月28日付
け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部
感染症対策課、環境省自然環境局総務課動物
愛護管理室事務連絡別添）において、郵送以外
の方法により通知・送付することを妨げるもので
はない旨を既にお示ししているところである。
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参照条文

5

○ 狂犬病予防法（昭和二十五年法律第二百四十七号）（抄）
（登録）

第四条 犬の所有者は、犬を取得した日（生後九十日以内の犬を取得した場合にあつては、生後九十日を経過した
日)から三十日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、その犬の所在地を管轄する市町村長（特別区にあつて

は、区長。以下同じ。）に犬の登録を申請しなければならない。ただし、この条の規定により登録を受けた犬について
は、この限りでない。

２ 市町村長は、前項の登録の申請があつたときは、原簿に登録し、その犬の所有者に犬の鑑札を交付しなければな
らない。
３ （略）

４ 第一項及び第二項の規定により登録を受けた犬の所有者は、犬が死亡したとき又は犬の所在地その他厚生労働
省令で定める事項を変更したときは、三十日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、その犬の所在地（犬の所
在地を変更したときにあつては、その犬の新所在地）を管轄する市町村長に届け出なければならない。
５・６ （略）

○ 狂犬病予防法施行令（昭和二十八年政令第二百三十六号）
（登録の変更等）

第二条の二 市町村長は、法第四条第四項の規定による犬の所在地その他厚生労働省令で定める事項を変更した
旨の届出又は同条第五項の規定による犬の所有者の変更があつた旨の届出があつたときは、当該登録を変更しな
ければならない。

２ 市町村長は、法第四条第四項の規定による犬の所在地を変更した旨の届出（当該市町村長の管轄する区域以外
の区域から当該市町村長の管轄する区域内に犬の所在地を変更した旨の届出に限る。）があつたときは、犬の所有
者に、犬の旧所在地を管轄する市町村長が交付した鑑札と引換えに鑑札を交付するとともに、犬の旧所在地を管轄
する市町村長に犬の新所在地を通知しなければならない。

３ 前項の規定による通知を受けた市町村長は、当該通知をした市町村長に、その犬の原簿を送付しなければならな
い。
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参照資料

6

○ 「マイクロチップの装着等の義務化に係る狂犬病予防法の特例に関する自治体向けＱ＆Ａ（第５版）」（令和６年３月
28日付け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課、環境省自然環境局総務課動物愛護管理室事務
連絡別添）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金の
交付要件となっている市町村耐震改修促進計画の

策定の見直し
【重点番号７】

国土交通省 住宅局市街地建築課

令和６年７月
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耐震改修の促進について

○想定される地震規模、被害状況、耐震化の現状等を勘案

し、地方公共団体ごとに目標を設定し、地域の実情に応

じた耐震化の施策を計画的かつ総合的に促進

都道府県・市町村による耐震改修促進計画

〇耐震改修計画の認定〇耐震改修計画の認定〇耐震改修計 定

耐震化の円滑な促進のための措置

〇区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定

〇耐震性に係る表示制度（任意）

○耐震診断・耐震改修の目標

○耐震診断・耐震改修の促進を図るための施策等

○啓発及び知識普及の取組

○所管行政庁と連携した勧告又は命令等の措置の実施 等

（令和５年４月時点）

○都道府県 47都道府県 （100%）

○市区町村 1,719市区町村 （99%）

記載事項

策定状況

〇要安全確認計画記載建築物（耐震改修促進計画に位置付け）

○住宅や小規模建築物を含む、全ての既存不適格建築物

耐震化の促進のための所管行政庁による規制措置

・病院、ホテル・旅館等の不特定多数の者が利用する大規模な建築物
・学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する大規模な建築物 等

○不特定多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する一定規模以上の建築物 等

・緊急輸送道路等の避難路沿道建築物
・庁舎、避難所等の防災拠点建築物

〇要緊急安全確認大規模建築物

指示・公表

耐震診断の義務付け・結果の公表

指導・助言

○発生の切迫性が指摘され、甚大な被害が想定される南海トラフ地震や首都直下地震、日
本海溝・千島海溝周辺海溝型地震などの大地震の発生を見据え、住宅・建築物の耐震化
の推進が不可欠。

○耐震改修促進法では、法の目的及び国が基本方針で定める目標等の達成に向け、地方公
共団体は耐震改修促進計画を策定し、計画的かつ総合的に耐震診断や耐震改修を促進。

○耐震化の目標
※「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」(令和２年12月閣議決

定）の中長期目標 及び 「住生活基本計画」（令和３年３月閣議決定）にも記載

・住宅：令和12年までに耐震性の不十分なものをおおむね解消

・耐震診断義務付け対象建築物：令和７年までに耐震性の

不十分なものをおおむね解消

国による基本方針

補助・税制等の実施

・住宅・建築物耐震改修事業 ・耐震改修促進税制 等

・地域防災緊急建築物整備緊急促進事業

・Ｈ７年 阪神・淡路大震災
⇒ Ｈ７年 制定

・Ｈ16年 新潟県中越地震
⇒Ｈ18年 改正（耐震改修促進計画 等）

・Ｈ23年 東日本大震災
⇒Ｈ25年 改正（耐震診断義務付け 等）

・Ｈ７年 阪神・淡路大震災Ｈ７年 阪神 淡路大震災

耐震改修促進法の制定・改正経緯
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建築物耐震対策緊急促進事業（地域防災拠点建築物整備緊急促進事業）

１．事業概要

多数の者が利用する大規模建築物、災害時に機能確保が必要な建築物、緊急輸送道路沿道の建築物等の、耐震診断や耐震改修・除却・建替え
等に対して支援を行う

２．事業要件
（耐震診断・補強設計）  ○ 地方公共団体が定める耐震改修促進計画等に定められた取組方針に基づき実施されること
（耐震改修等）           ○ 耐震診断の結果、倒壊の危険性があると判断されたものであること

○ 耐震改修又は建替えの結果、地震に対して安全な構造となること（除却する場合を除く）
○ 建替後の住宅は、原則として土砂災害特別警戒区域外に存すること
○ 建替後の住宅及び建築物は、原則として省エネ基準に適合すること など

※1 限度額 １，０５０～３，６７０円/㎡ ※2 限度額 51,200円/㎡（建築物の場合）、除却・建替えの場合は改修費用相当額に対して助成

＜建築物の耐震化に関する主なメニュー＞

耐震診断（※1） 補強設計 耐震改修等（※2）

耐震改修促進法に基づき耐震診断が義務付けられている以下の建築物
・不特定多数の者が利用する大規模建築物（病院、劇場、集会場、百貨店等）
・避難確保上特に配慮を要する者が利用する大規模建築物（小学校、老人ホーム等）
・一定量以上の危険物を取扱う大規模な貯蔵場等

国1/2
地方1/3

国1/3
地方11.5％

耐震改修促進法に基づき耐震診断が義務付けられている以下の建築物
・都道府県が指定する災害時に公益上必要な防災拠点建築物
・地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物

国1/2
地方1/3

国1/2
地方1/3

国2/5
地方1/3

避難所等
地域防災計画に位置づけられている（又は位置づけられることが確実な）避難所等で、10年以上
活用されるものである等の要件を満たすもの

国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

上記以外の
建築物

延べ面積1,000㎡（幼稚園、保育園又は地方公共団体等と災害時の活用に関する協定等を締結
されている建築物にあっては500㎡）以上で、災害時に重要な機能を果たす建築物（医療施設、
避難所、集合場所、情報提供施設、給食提供施設等）

国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

国11.5％
地方11.5％

緊急輸送道路
主要な防災拠点等を連絡する緊急輸送道路の沿道に立地し、道路を閉塞するおそれがある等の要
件を満たす建築物

国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

上記以外の
避難路

上記以外の避難路等を閉塞するおそれがある等の要件を満たす建築物・マンション
国1/3
地方1/3

国1/3
地方1/3

国11.5％
地方11.5％

沿
道
建
築
物

補助率（民間が事業主体の場合）
対象となる建築物の概要

要緊急安全
確認大規模建築物

要安全確認
計画記載建築物

避
難
場
所
等

対象建築物

耐震診断
義務づけ
建築物

上記以外
の建築物
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社会資本総合整備計画について

整備計画に掲げる
政策⽬標の達成

（成果指標で事後評価）

住宅・社会資本の整備

○ 道路 ○ 港湾

○ 河川 ○ 砂防

○ 下水道 ○ 海岸

○ 都市公園 ○○ 市街地

○ 住宅 ○ 住環境整備 等

◇ 社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に原則一括し、地方公

共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金

◇ 地方公共団体は、地域が抱える政策課題を自ら抽出し、定量的な指標による目標を設定した、おおむね３～５年の

「社会資本総合整備計画」を作成。（国は整備計画に対して国費を配分）

◇ 計画へ配分された国費の範囲内で、地方公共団体が自由に計画内の各事業（要素事業）へ国費を充当。

◇ 地方公共団体が、自ら整備計画の事前評価・事後評価を実施し、HP等により公表。

交付金の概要

○社会資本整備総合交付⾦は、地⽅公共団体が、地域課題に応じた定量的な⽬標を設定した社会資本総合整備計画を作
成し、計画に対して配分された国費を計画に記載された各事業に⾃由に充当することが出来るものであることから、
社会資本総合整備計画の作成・提出は必要。

＜整備計画への記載事項＞

○計画の名称

○計画の期間

○計画の目標

○交付対象事業の概要

（事業名、実施期間、

全体事業費等） 等

各事業に関

する部分

計画全体に

関する部分
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令和６年地方分権改革に関する提案と回答

地域防災拠点建築物緊急促進事業においても、社会資本整備総合交付
金と同様に、市町村耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した社
会資本総合整備計画を策定すれば、当該記載内容に係る部分は市町村
耐震改修促進計画に該当し、別途市町村耐震改修促進計画を策定せず
とも同補助金の対象とすること。

提案事項 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業補助金の活用にあたって、市町
村耐震改修促進計画策定を要件としないこと

提案概要

第１次回答抜粋

○ 令和４年度地方分権対応にて発出した、「住宅・建築物耐震改修事業の交付要件
等について（技術的助言）」（令和５年３月２日付け国住市第87号、国住事防第26号
）において、「市町村計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を策定
すれば、当該記載内容に係る部分は市町村計画に該当」するとしている。

○ したがって、市町村計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画にお
ける市町村計画に記載すべき内容の部分は、市町村計画と扱っているところ。
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令和６年地方分権改革に関する提案と現在の運用

6

地域防災拠点建築物緊急促進事業においても、社会資本整備総合交付金と同様に、市町村耐震改修促進
計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を策定すれば、当該記載内容に係る部分は市町
村耐震改修促進計画に該当し、別途市町村耐震改修促進計画を策定せずとも同補助金の対象とすること。

社会資本総合整備計画

○計画の名称 ○交付対象事業の概要
○計画の期間 （事業名、実施期間、全体事業費等）
○計画の目標 ○耐震改修等の目標、施策等

耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を作成した場合は、耐震改修促進計画に該当

耐震改修促進計画に該当

耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を作成することにより
地域防災拠点建築物緊急促進事業補助金の活用が可能。

提案概要

現在の運用
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（参考）令和4年度地方分権改革の対応について

7

耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画については、当該記載内容に係る
部分は耐震改修促進計画に該当し、別の計画を策定することなく、支援対象とすることを明確化

社会資本総合整備計画

○計画の名称
○計画の期間
○計画の目標
○交付対象事業の概要
（事業名、実施期間、全体事業費等）

○耐震改修等の目標、施策等

見直し後

耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含した
社会資本総合整備計画を作成した場合は、助成対象

耐震改修促進計画

○耐震改修等の目標・施策
○啓発及び知識普及
○所管行政庁との連携
（規制・誘導的措置） 等

社会資本総合整備計画

○計画の名称
○計画の期間
○計画の目標
○交付対象事業の概要
（事業名、実施期間、
全体事業費等） 等

住宅・建築物耐震改修事業の助成を受けるため
社会資本総合整備計画及び耐震改修促進計画の
作成が必要

見直し前

耐震改修促進計画に該当

社会資本整備総合交付金の交付対象事業のうち、市町村が事業主体となる住宅・建築物耐震改修事業については、建築物
の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123 号）第６条第１項に定める市町村耐震改修促進計画（以下「市町村計
画」という。）を定めることを要件としているが、市町村計画に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を策定す
れば、当該記載内容に係る部分は市町村計画に該当、別途市町村計画を策定せずとも同交付金の交付対象とする。

令和４年度地方分権対応にて発出した通知文（抜粋）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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